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「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成２６年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事業 九州大学 二宮教授）による速報値
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年齢階級別の有病率について（一万人コホート年齢階級別の認知症有病率）

日本医療研究開発機構 認知症研究開発事業 「健康長寿社会の実現を目指した大規模認知症コホート研究」
悉皆調査を行った福岡県久山町、石川県中島町、愛媛県中山町における認知症有病率調査結果（解析対象 5,073人）
研究代表者 二宮利治（九州大学大学院）提供のデータより作図
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認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）の概要
～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～ （平成２７年１月策定・平成２９年７月改定）

・ 高齢者の約４人に１人が認知症の人又はその予備群。高齢化の進展に伴い、認知症の人はさらに増加
２０１２（平成２４）年 ４６２万人（約７人に１人） ⇒ ２０２５（令和７）年約７００万人（約５人に１人）

・ 認知症の人を単に支えられる側と考えるのではなく、認知症の人が認知症とともによりよく生きていくことがで
きるような環境整備が必要。

七

つ

の

柱

新オレンジプランの基本的考え方

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続け
ることができる社会の実現を目指す。

①認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進
②認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供
③若年性認知症施策の強化
④認知症の人の介護者への支援
⑤認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進

⑥認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテーションモデル、介護モデル等の研究
開発及びその成果の普及の推進

⑦認知症の人やその家族の視点の重視

・ 厚生労働省が関係府省庁（内閣官房、内閣府、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、法務省、文部科
学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）と共同して策定
・ 策定に当たり認知症の人やその家族など様々な関係者から幅広く意見を聴取

・ 新プランの対象期間は団塊の世代が７５歳以上となる２０２５（令和７）年

・ 策定時の数値目標は、介護保険事業計画に合わせて２０１７（平成２９）年度末等で設定されていたことから、第７期計画の策
定に合わせ、令和２年度末までの数値目標に更新する等の改定を行った（平成２９年７月５日）

認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）の進捗状況及び今後の⽅向性

○ 2017年７⽉に改定した数値⽬標（2020年度末）
認知症サポーターの養成 ︓1,234万⼈（2019年12⽉末）
認知症サポート医の養成 ︓1.0万⼈ （2019年3⽉末）
認知症初期集中⽀援チームの設置 ︓1,741市町村（2019年9⽉末）
認知症カフェの設置 ︓1,412市町村（約7千カ所）（2019年３⽉末） など

○ 認知症サポーターの養成について、⼤⼈だけでなく⼩中学⽣にも広げると共に、認知症の⽅に
関わることの多い業界（⾦融機関、交通機関、マンション管理など）でも拡⼤
○ 本⼈・家族視点を重視した、認知症の当事者・家族の⽅による発信の拡充、社会参加の推進
○ 成年後⾒制度利⽤促進基本計画に基づく施策の着実な推進
「認知症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定⽀援ガイドライン」を策定
○ 新オレンジプランを契機に新たな取組を開始した⾃治体も多く、認知症の⽅とその家族を⽀援
する地域資源は着実に増加

進捗・取組状況

今後の⽅向性
○ 厚⽣労働省が中⼼的役割を担い、引き続き「共⽣」を重視しつつ、「予防」の取組も⼀層強
化し、⾞の両輪として取り組む。

予 防共 ⽣

策定経緯・取り巻く状況
○ ⾼齢者の4⼈に1⼈が認知症またはその予備軍とされ、今後も増加が⾒込まれる。
○ 2014年の認知症サミット⽇本後継イベントにおいて、安倍総理の指⽰を受け2015年1⽉に
新オレンジプランを策定。
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④ 認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の
⼈への⽀援・社会参加⽀援

⑤ 研究開発・産業促進・国際展開

③ 医療・ケア・介護サービス・介護者への⽀援

【基本的考え⽅】
認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って⽇常⽣活を過ごせる社会を⽬指し認知

症の⼈や家族の視点を重視しながら｢共⽣｣と｢予防｣※を⾞の両輪として施策を推進

① 普及啓発・本⼈発信⽀援

② 予防

※1 「共⽣」とは、認知症の⼈が、尊厳と希望を持って認知症とともに⽣きる、また、認知症があってもなくても同じ社会でともに⽣きるという意味
※2  「予防」とは、「認知症にならない」という意味ではなく、「認知症になるのを遅らせる」「認知症になっても進⾏を緩やかにする」という意味

・企業・職域での認知症サポーター養成の推進
・「認知症とともに⽣きる希望宣⾔」の展開 等

・⾼齢者等が⾝近で通える場「通いの場」の拡充
・エビデンスの収集・普及 等

・早期発⾒・早期対応の体制の質の向上、連携強化
・家族教室や家族同⼠のピア活動等の推進 等

・認知症になっても利⽤しやすい⽣活環境づくり
・企業認証・表彰の仕組みの検討
・社会参加活動等の推進 等

・薬剤治験に即応できるコホートの構築 等

具体的な施策の５つの柱

○ 認知症は誰もがなりうるものであり、家族や⾝
近な⼈が認知症になることなども含め、多くの⼈
にとって⾝近なものとなっている。

○ ⽣活上の困難が⽣じた場合でも、重症化を予防
しつつ、周囲や地域の理解と協⼒の下、本⼈が希
望を持って前を向き、⼒を活かしていくことで極
⼒それを減らし、住み慣れた地域の中で尊厳が守
られ、⾃分らしく暮らし続けることができる社会
を⽬指す。

○ 運動不⾜の改善、糖尿病や⾼⾎圧症等の⽣活習
慣病の予防、社会参加による社会的孤⽴の解消や
役割の保持等が、認知症の発症を遅らせることが
できる可能性が⽰唆されていることを踏まえ、予
防に関するエビデンスを収集・普及し、正しい理
解に基づき、予防を含めた認知症への「備え」と
しての取組を促す。結果として70歳代での発症
を10年間で1歳遅らせることを⽬指す。また、認
知症の発症や進⾏の仕組みの解明や予防法・診断
法・治療法等の研究開発を進める。

コンセプト

認知症施策推進大綱（概要）（令和元年６月１８日認知症施策推進関係閣僚会議決定）

認
知
症
の
⼈
や
家
族
の
視
点
の
重
視

４

＜認知症施策推進大綱（抜粋） 基本的考え方＞

○ 地域や職域で認知症の人や家族を手助けする認知症サポーターの養成を進めるとともに、生活環境の中で
認知症の人と関わる機会が多いことが想定される小売業・金融機関・公共交通機関等の従業員等向けの養
成講座の開催の機会の拡大や、学校教育等における認知症の人などを含む高齢者への理解の推進、地域の
高齢者等の保健医療・介護等に関する総合相談窓口である地域包括支援センター及び認知症疾患医療セン
ターの周知の強化に取り組む。

○ 地域で暮らす認知症の人本人とともに普及啓発を進め、認知症の人本人が自らの言葉で語り、認知症に
なっても希望を持って前を向いて暮らすことができている姿等を積極的に発信していく。

５

１．普及啓発・本人発信支援

＜主な内容＞
○ 認知症サポーター
・ 企業・職域でのサポーター養成講座の拡充
・ サポーターの養成 ＋ 地域の支援ニーズとつなぐ仕組みの強化

○ 認知症本人からの発信機会の拡大
・ 「認知症とともに生きる希望宣言」等の更なる展開
・ ピアサポートの支援の推進 等



【実績と目標値】
サポーター人数：２０１９年１２月末実績 １,２３４万人
目標値：２０２０年度末 １,２００万人

２０２５（令和７）年度末 企業・職域型の認知症サポーター養成数４００万人

○キャラバンメイト養成研修

実施主体：都道府県、市町村、全国的な職域団体等

目 的：地域、職域における「認知症サポーター養成講座」の講師役

である「キャラバンメイト」を養成

内 容：認知症の基礎知識等のほか、サポーター養成講座の展開方法、

対象別の企画手法、カリキュラム等をグループワークで学ぶ。

○認知症サポーター養成講座

実施主体：都道府県、市町村、職域団体等

対 象 者：

〈住民〉自治会、老人ｸﾗﾌﾞ､民生委員、家族会、防災・防犯組織等

〈職域〉企業、銀行等金融機関、消防、警察、スーパーマーケット

コンビニエンスストア、宅配業、公共交通機関等

〈学校〉小中高等学校、教職員、ＰＴＡ等

（認知症サポーター）

○ 認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域や職域で認知症の人や家族に対してできる
範囲での手助けをする人

認知症サポーター

６

＜認知症施策推進大綱（抜粋）基本的な考え方＞

○ 認知症予防には、認知症の発症遅延や発症リスク低減（一次予防）、早期発見・早期対応（二次予防）、
重症化予防、機能維持、行動・心理症状（以下「ＢＰＳＤ」という。）の予防・対応（三次予防）があり、
本大綱における「予防」とは、「認知症にならない」という意味ではなく、「認知症になるのを遅らせ
る」「認知症になっても進行を緩やかにする」という意味である。

○ 地域において高齢者が身近に通える場を拡充するとともに、認知症の人のみならず一般住民や高齢者全
般を対象に整備されている社会参加活動・学習等の活動の場も活用し、認知症予防に資する可能性のある
活動を推進する。

○ エビデンスの収集・分析を進め、認知症予防のための活動の進め方に関する手引きを作成する。自治体
における認知症の予防に資すると考えられる活動事例を収集し横展開を図る。

○ 認知症予防に資すると考えられる民間の商品やサービスに関して、評価・認証の仕組みを検討する。
７

２．予防

＜主な内容＞
○ 「予防」＝「認知症になるのを遅らせる」「認知症になっても

進行を緩やかにする」
○ 「通いの場」の拡充 等

→ 認知症予防に資する可能性のある活動の推進
○ 予防に関するエビデンスの収集・分析

活動の手引きの作成、活動事例の収集・横展開 等



住民主体の
通いの場

運動機能向上
体操等

低栄養予防
会食等

口腔機能向上
体操等

社会参加促進
ボランティア、茶話

会、趣味活動等

認知機能低下予防
自己チェック等

通いの場の数と参加率の推移 （参加率(％)）
通いの場の主な内容内訳

（箇所数(箇所)）

ポイントを活用して、
担い手の確保や参加も促進
（Ｈ30年度実施市町村： 515 ）

（参考）事業の位置づけ：介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業
○介護予防・⽣活⽀援サービス事業 ○ ⼀般介護予防事業

・ 地域介護予防活動⽀援事業
・ 地域リハビリテーション活動⽀援事業 等

住民主体の通いの場等（地域介護予防活動支援事業）

【財源構成】
国：25％、都道府県：12.5％、市町村12.5%
１号保険料：23％、２号保険料：27％

○ 年齢や⼼⾝の状況等によって⾼齢者を分け隔てることなく、誰でも⼀緒に参加することのできる介護予防活動の地域展開を⽬指して、市町村
が介護予防に資すると判断する住⺠主体の通いの場等の活動を地域の実情に応じて効果的かつ効率的に⽀援することを⽬的としている。

（※）介護予防に資する取組への参加やボランティア等へのポイント付与 ５１５市町村 うち、⾼齢者等による介護予防に資するボランティア活動に対するポイントの付与 ４２６市町村
（介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業（地域⽀援事業）の実施状況（平成３０年度実施分）に関する調査）

【大綱の目標】（２０２５年）

通いの場への参加率を
８％程度に高める

８

WHO 認知症予防ガイドライン
WHOの認知症に対する行動計画(“Global action plan on the public health response to dementia 2017 – 2025”)における取組の一つ。
国際的な認知症専門家のグループによって作成、2019年5月発表。

文献の評価、ガイドラインの作成にあたってはエビデンスの質評価だけでなく、介入による利益と害、必要な資源、実現可能性や公平性、関係者による受容なども
考慮するGRADEと呼ばれる手法を用いている。結果はエビデンスの質と推奨度で表される。

エビデンスの質：非常に (conditional)*低い（very low）, 低 (low), 中 (moderate), 高 (high)
推奨度：強い (strong), 条件付き (conditional)  * 「強い」は介入により利益が害や負担を上回る確信が強い。

「条件付き」は利益と害や負担のバランスに関し確信が持てない。

介入 内容 対象者 エビデンスの質 推奨度

運動 運動 健常 中 強く推奨

運動 軽度認知障害 低 条件付き推奨

禁煙 禁煙 喫煙者 低 強く推奨

栄養 地中海食 健常、軽度認知障害 中 条件付き推奨

健康的でバランスのとれた食事 すべての成人 低～高 条件付き推奨

Vit B, E, 多価不飽和脂肪酸（EPA, DHA等）、多成分サプリ 中 強く推奨しない

飲酒 危険飲酒行動の減少、中断 健常、軽度認知障害 中（観察研究） 条件付き推奨

認知機能トレーニング 健常、軽度認知障害 非常に低い～低 条件付き推奨

社会参加 認知症予防目的の社会参加のエビデンスは不十分だが、社会参加や社会的支援は健康と強く関連しており、生涯を通して社会的包摂を推進するべき

減量 中年期肥満 低～中 条件付き推奨

高血圧 WHOガイドラインに沿った降圧 高血圧患者 低～高 強く推奨

認知症予防のための降圧 高血圧患者 認知症では非常に低い 条件付き推奨

糖尿病 WHOガイドラインに沿った糖尿病治療 糖尿病患者 非常に低い～中 強く推奨

認知症予防のための糖尿病治療 糖尿病患者 非常に低い 条件付き推奨

高脂血症 中年期高脂血症の治療 低 条件付き推奨

うつ 認知症予防目的の抗うつ薬のエビデンスは不十分だが、うつ患者にはWHOガイドラインに沿って抗うつ薬や心理療法を実施するべき

難聴 認知症予防のための補聴器へエビデンス不十分だが、高齢者にはWHOガイドラインに沿った難聴スクリーニング、介入を行うべき
９

（※） 原文は、Risk Reductionガイドラインとなっており、大綱の「予防」＝「認知症になるのを遅らせる」「認知症になっても進

行を緩やかにする」という考え方と方向性を共有している。



＜認知症施策推進大綱（抜粋） 基本的な考え方＞

○ 認知機能低下のある人（軽度認知障害（ＭＣＩ)含む。以下同じ。）や、認知症の人に対して、早期発見・
早期対応が行えるよう、かかりつけ医、地域包括支援センター、認知症地域支援推進員、認知症初期集中支援
チーム、認知症疾患医療センター等の更なる質の向上を図るとともに、これらの間の連携を強化する。

○ 医療・介護従事者の認知症対応力を向上するため研修を実施する。ＩＣＴ化、作成文書の見直し等による介
護事業所における生産性の向上や「介護現場革新会議」の基本方針に基づく取組等により、介護現場の業務効
率化や環境改善等を進め、介護人材の確保・定着を図る。

○ ＢＰＳＤの対応ガイドラインを作成し周知するなどにより、ＢＰＳＤの予防や適切な対応を推進する。

○ 認知症の人及びその介護者となった家族等が集う認知症カフェ、家族教室や家族同士のピア活動等の取組を
推進し、家族等の負担軽減を図る。

１０

３．医療・ケア・介護サービス・介護者への支援

＜主な内容＞
○ 早期発見、早期対応の体制整備を更に推進

→ 連携の強化、質の向上
○ 医療従事者・介護従事者の認知症対応力の向上
○ 介護サービス基盤の整備、生産性の向上
○ 介護者の負担軽減を更に推進

・ 認知症カフェの推進、家族教室など

診断・指導

指導・助言

紹介診断・
指導

紹介

情報提供・相談

複数の専門職による個別の訪問支援
（受診勧奨や本人・家族へのサポート等）

保健師・看護師等

連携

認知症サポート医
である専門医（嘱託）

○ 専門的な鑑別診断
○ 定期的なアセスメント
○ 行動・心理症状外来対応
○ 地域連携

●認知症初期集中支援チーム ●専門医療機関（認知症疾患医療センター等）

●認知症地域支援推進員

地域の実態に応じた認知症施策の推進
（医療・介護・地域資源と専門相談等）

●かかりつけ医・歯科医

医療系＋介護系職員（保健師、看護師、介護
福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士等）

相
談

情
報
提
供

指
導

助
言

近隣地域

本
人

家
族

訪問
（観察・評価）

専門医
派遣

日常診療・相談

診療・相談

相談

認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供

・ 容態の変化に応じて医療・介護等が有機的に連携し、適時・適切に切れ目なく提供されることで、
認知症の人が住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができるようにする。

・ 早期診断・早期対応を軸とし、妄想・うつ・徘徊等の行動・心理症状（ＢＰＳＤ）や身体合併症等が
見られても、医療機関・介護施設等での対応が固定化されないように、最もふさわしい場所で適切
なサービスが提供される循環型の仕組みを構築する。

発症予防 発症初期 急性増悪時 中期 人生の最終段階

○ 早期段階での発見・気づき
○ 専門医療機関への受診誘導
○ 本人の診察・相談、家族の相談

●認知症サポート医

助言相談

○ かかりつけ医の相談役
○ 地域連携
○ 正しい知識の普及啓発

連携

早期診断・早期対応のための体制整備のイメージ
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＜認知症施策推進大綱（抜粋）基本的考え方＞

○ 移動、消費、金融手続き、公共施設など、生活のあらゆる場面で、認知症になってからもできる限り住み慣れ
た地域で普通に暮らし続けていくための障壁を減らしていく「認知症バリアフリー」の取組を推進する。

○ 認知症に関する取組を実施している企業等に対する認証や表彰制度の創設を検討するとともに、認知症バリア
フリーな商品・サービスの開発を促す。

○ 交通安全、地域支援の強化、成年後見制度の利用促進、消費者被害防止、虐待防止等の施策を推進する。

○ 若年性認知症支援コーディネーターの充実等により、若年性認知症の人への支援や相談に的確に応じるように
するとともに、企業やハローワーク等と連携した就労継続の支援を行う。

○ 介護保険法に基づく地域支援事業等の活用等により、認知症の人の社会参加活動を促進する。

１２

４．認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援

＜主な内容＞
○ 日常生活の様々な場面での障壁をなくす「認知症バリアフリー」の
取組を官民で推進

・ 新たに設置した官民協議会
・ 好事例の収集やガイドライン、企業等の認証制度の検討

○ 若年性認知症支援コーディネーターによる支援を推進
○ 認知症の人の社会参加促進の取組を強化

日本認知症官民協議会

⽇本認知症官⺠協議会
○経済団体、⾦融（銀⾏・保険等）・交通業（鉄道・バス等）・住宅業（マンション管

理等）・⽣活関連産業界団体（⼩売業等）、医療介護福祉団体、地⽅団体、学
会、当事者団体、関係省庁等、約100団体が参画。

○協議会の下にワーキンググループを設置し、当事者・その家族の意⾒も踏まえつつ、
具体的な検討を⾏う。

イノベーションアライアンスWG 認知症バリアフリーWG

○ 認知症に係る諸問題への対応が社会全体で求められているという共通認識の下、
⾏政のみならず⺠間組織の経済団体、医療・福祉団体、⾃治体、学会等が連携し、
取組みを推進することを⽬指すために2019年（平成31年）４⽉22⽇に設⽴。

１３



＜認知症施策推進大綱（抜粋） 基本的考え方＞

○ 認知症発症や進行の仕組みの解明、予防法、診断法、治療法、リハビリテーション、介護モデル等の研究
開発など、様々な病態やステージを対象に研究開発を進める。

○ 認知症の予防法やケアに関する技術・サービス・機器等の検証、評価指標の確立を図る。

○ 認知症の人等の研究・治験への登録の仕組みの構築等を進める。これらの成果を、認知症の早期発見・期
対応や診断法の確立、根本的治療薬や予防法の開発につなげていく。

○ 安定的に研究を継続する仕組みを構築する。

○ 研究開発の成果の産業化を進めるとともに、「アジア健康構想」の枠組みも活用して介護サービス等の国
際展開を推進する。

１４

５．研究開発・産業促進・国際展開

○ 認知症発症や進行の仕組みの解明、予防法、診断法、治療法、
リハビリテーション、介護モデル等の研究開発を更に推進。

・ コホート研究、バイオマーカーの開発など

認知症施策推進大綱における目標（研究開発関係）

○ 認知症のバイオマーカーの開発・確立（POC取得３件以上）

○ 認知機能低下抑制のための技術・サービス・機器等の評価指標の確立

○ 日本発の認知症の疾患修飾薬候補の治験開始

○ 認知症の予防・治療法開発に資するデータベースの構築と実用化

○ 薬剤治験に即刻対応できるコホートを構築

１５

⻑期にわたって⾼齢者を追跡し、認知
症発症者と未発症者を⽐較して発症に
関連する危険因⼦、予防因⼦を同定。

（対象者）
認知症発症前の者（健常、軽度認知
障害）、⼀部認知症患者

（規模）
〜12,000

⼤規模認知症コホート

低侵襲・安価
単純で容易に
検査可能

⾎液バイオマーカー

侵襲的・⼿間が
かかる

髄液による検査

PETによる検査

⾼価・保険未収載・
⼿間がかかる

⾎液による検査




